
房第３号様式（第15条関係）

事業者排出量削減報告書

設備、対象、工程等年度 管内

店舗・設備22年～

22年～ 本部・営業店 」．ｈｉｈ」．ｈｉｈ」．ｈｉｈロロロ。。。
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増減率（実績）墹減率（Hf画）用途区分 原単位の指標 目標年度（計画）

取組風等（￣酸化炭素換算）

（整圏面麺）ｈａ（吸収風） ｔ 

（利用皿） 、（削減凪）ｔ

（売飽量） ｋwｈ（削減、） ｔ 

（熱供給、） ＧＪ（削減、） ｔ 

（既人、）ｋwｈ（HlI減凪） ｔ 

取組皿等（二酸化炭素換算）

（整臓面積） （吸収皿） （整個面租） ｈａ （吸収風）簾林の保全及び蕊【侭

（利用通） ｍロ（削減皿）

ｋwｈ（削減皿）■■■ﾛ■（充電、）

ＧＪ（削減皿）■■■ﾛ■（熱供給皿〕

（瞬入、） ｋwｈ（削減、）

（削減、）

（削減凪

100.0 

増減率面） 増減率（実績）目標年度（計画）

－２．６％ 叩0３８８４２．９ －３．０％ 

注１該当するロには、レ印を記入してください．特定噸業者以外の事業者の方はし印の記入は不要です．

２「基準年度」とは計画期間の前年度を、「目標年度」とは計画期間の最終年度を、「報告年度」とは叶画期間のうち、今回報告の対象となる年度をいいます．

３「事業所等排出区分」とは京都府内の駆業所等の事業活動のためのエネルギーの使用に伴い発生する温室効果ガスを、「輸送車両排出区分」とは自動車運送事業者については使用の本拠の位圃を京都府内とする車両
の排出する温室効果ガスを、鉄道卒業者については保有する貨物車両又は旅客車両の排出する温室効果ガスを、「その他排出区分」とは上記以外の京都府内における事業所等の事業活動に伴い発生する温室効果ガス
をいいます.

４「原単位当たりの温室効果ガス排出鼠等」の「用途区分」には．○○工場．事務所などの用途を記入してください．「原単位の指標」には、分子の「二酸化炭素換算」の下に分母となる指標（生産数鼠、延べ床面
積、走行距醗等）を妃入してください．

５「その他の地球温暖化対策による温室効果ガスの削減風等」のうち「森林の保全及び整備」の「目標年度（計画）」欄には計画期間中の目標の累計を．「報告年度（実績）」欄には実績の累計を妃入してください．

６「特記事項」には、平成２年度（１９９０年度）を基単とした排出通の対比や、省エネ製品開発など他者の温室効果ガス排出削減への貢献、グリーン鋼達の採用、特定フロンなどの条例指定外の温室効果ガスの削減
などを記入してください．

住所（法人にあっ
ては、主たる事務所
の所在地）

京都市下京区烏丸通り松原上る薬師前町700番地

氏名（法人にあっ
ては、名称及び代表
者の氏名）

株式会社京都銀行代表取締役高崎秀夫

事業者の主たる
業種 金融業

該当する事業者
要件 厩

鷹

京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第１号該当事業者（大規模エネルギー使用事業者（原油に換算して1,500キロリットル以上））

京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第２号又は第３号該当事業者（大規模運送事業者（トラック又はバス100台以上／タクシー150台以上／鉄道車両
150両以上）

I弓京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第４号該当事業者（その他の温室効果ガスの大規模排出事業者（二酸化炭素に換算して3,000トン以上））

計画期間 20年４月～２３年３月

基本方針

企業活動が環境に与える影響を的格に把握し、目的・目標を定めて取組むとともに定期的に見直すことにより環境保全活動の継続的な推進に努める。

推進体制 環境問題は経営の重要課題と位置付け、取締役を構成員とした「環境会議」を開催し、積極的・継続的に環境保全活動を推進している。本活動を通じて省エ
ネルギー、省資源、リサイクル活動を実施し､温室効果ガスの排出量削減を図る゜

環境マネジメントシステム名称 ＩＳＯ14001 

適用範囲 事務センター

取得年月日 平成15年９月29日

年度ごとの具体
的な取組及び措
置の状況

年度

22年～

22年～

22年～

設備、対象、工程等

店舗・設備

本部・営業店

全店

措置内容

環境に配慮した店舗設計（屋上緑化、太陽光発電、ＬＥＤ照明など）

｢環境の日」の実施、クールビズ・ウオームビズの継続実施

資源のリサイクルの推進

温室効果ガスの
排出量等 排出区分

Ａ事業所等排出区分

Ｂ輸送車両排出区分

Ｃその他排出区分

排出合計

実績に対する自己評価

基準年度（実績）
(１９）年度

(二酸化炭素換算）

目標年度（計画）

(22）年度
(二酸化炭素換算）

増減率
(計画）

報告年度（実績）

(22）年度
(二酸化炭素換算）

増減率
(実績）

9,116.4ｔ 8,842.9ｔ -3.0％ 8,977.9ｔ －１．５％ 

ｔ ｔ ％ ｔ ％ 

ｔ ｔ ％ ｔ ％ 

＊１ ９，１１６．４ｔ ＊２ 8,842.9ｔ －３．０％ ＊４ 8,977.9ｔ －１．５％ 

クールビズ・ウォームビズの徹底と継続実施により、削減への意識が向上した。

原単位当たりの
温室効果ガス排
出量等

用途区分 原単位の指標

二酸化炭素換算

二酸化炭素換算

二酸化炭素換算

実績に対する自己評価

基準年度（実績） 目標年度（計画） 増減率（計画） 報告年度（実績） 増減率（実績）

％ ％ 

％ ％ 

％ ％ 

その他の地球温
暖化対策による
温室効果ガスの
削減量等

対策等の区分

森林の保全及び整備

府内産の木材の利用

自然エネルギーを利用した電力
又は熱の供給

グリーン電力の 購入

家庭における温室効果ガス排出
量の削減効果分の購入

削減量等合計

目標年度（計画）
取組風等 (二酸化炭素換算）

(整備面積） hａ (吸収量） ｔ 

(利用過） Iｎ８ (削減凪） ｔ 

(充電風） kwｈ (削減趣） ｔ 

(熱供給、） GＪ (削減鼠） ｔ 

(鴎入趾） kwｈ (削減鉦） ｔ 

(購入、） ｔ (削減量） ｔ 

￣ ＊３ ｔ 

報告年度（実績）
取組量等 (二酸化炭素換算）

(整償面積） hａ (吸収圏） ｔ 

(利用量） 1，８ (削減段） ｔ 

(充電量） kwｈ (削減量） ｔ 

(熱供給風） GＪ (削減趣） ｔ 

(鴎入過） kwｈ (削減量） ｔ 

(顛入通） ｔ (削減風） 100.0ｔ 

＊５ １００．０ｔ 

差引排出量

(排出合計一削減等合計）

基準年度（実績）

＊１ ９，１１６．４ｔ 

目標年度（計画）

(02)-(03）8,842.9ｔ 

増減率（計画）

-3.0％ 

報告年度（実績）

('4)‐(05）8,877.9ｔ 

増減率（実績）

－２．６％ 

地球温暖化対策
に資する社会貢
献活動

特記事項H２０年度～２２年度に新設した４ヶ店を控除した既存店における二酸化炭素排出量は８，８０８．３ｔとなり、基準年度（19年度）対比－３．４％の削減
となります。


